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内 容 の 要 旨 
 
本論文は GATT・ITO 関連文書をはじめアメリカ国立公文書館（NARA）などが所収する
第 1 次史料を筆者なりに解釈し、戦中から 1948 年までの MFN（一般的最恵国待遇）原則
に対する例外規定の拡大の経過と、その背景に何があったのかを論じたものである。 
このことにより、関税同盟の「過渡期」を認める「中間協定」、また急増している FTA
（自由貿易協定）の締結を可能にする自由貿易地域に関する規定が、GATT 第 24 条に内包
されていくプロセスを明らかにした。この点に本論文の最大の意義があると考える。 
本論文は「はじめに」、第 1 章から第 5 章、「おわりに」で構成されている。「はじめ
に」で、筆者の問題意識を述べ、「おわりに」で、この論文で明らかになったことを章
毎にまとめている。 
ITO（国際貿易機構）憲章や GATT の起草に中心的役割を演じたアメリカの基本的な考
え方は、自由・無差別原則に基づく貿易システムの設立にあった。しかし、無差別原
則、すなわち MFN 原則に対する例外規定が、貿易システムの構築を巡る一連の会議の中
で、拡大していく。当初、関税同盟だけであった例外規定が、「中間協定」、自由貿易
地域と深化した。なぜか。これが、筆者の問題意識である。以下、各章の要旨を述べ
る。 
 
第１章 GATT 第 24 条に関する先行研究 
 
この章は、GATT 第 24 条の規定の誕生に関する欧米と日本の主な研究者の先行研究を紹
介している。この作業を通して、多くの先行研究が GATT 第 24 条の規定の誕生、特に自
由貿易地域の規定の誕生を十分説明していないことを明らかにした。 
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第 2 章 アメリカ国内の関税同盟の研究とその体系化（1943 年～1945 年） 
 
第 2 章は、1943 年 7 月から行われたアメリカ国内での関税同盟や特恵に関する研究内
容について論じている。 
戦後のアメリカ貿易政策立案の任に当たったアメリカ国務省は、1943 年 7 月に国内に
「地域特恵及び関税同盟に関する分科会」（第 2 分科会）を設立し、ヨーロッパの地域
特恵と関税同盟の研究に着手した。 
この章では、第 2 分科会が作成した議事録や「予備報告書」などのアメリカ国務省の
史料に基づき、この分科会が関税同盟をどのように捉えていたのか。関税同盟の形成を
規制する基準として、どのようなものが提案されていたのかを明示した。 
また、この分科会の研究成果が、1943 年 9 月から 10 月にワシントンで開催された米英の
会議（通称、ワシントン会議）の叩き台になっていたこと。この会議において、米英の
間で、関税同盟の規定に対して、どのような合意がなされたのかを明らかにした。 
 
第 3 章 第 1 回国連貿易雇用準備会議（1946 年 10 月～11 月：ロンドン会議）における
関税同盟の規定の変化－修正と新たなパラグラフの追加－ 
 
第 3 章は、1946 年 10 月に開催された第 1 回国連貿易雇用準備会議（ロンドン会議）と
翌年 1947 年 1 月から開催されたニューヨーク起草委員会会議（ニューヨーク会議）につ
いて論じている。 
アメリカはロンドン会議に、議論の叩き台として『国連国際貿易機構憲章草案』（ITO
憲章アメリカ草案)を提案した。関税同盟は、第 33 条に規定されている。本章はこれら
の会議で関税同盟の規定に、どのような加筆と修正が行われたのかを GATT・ITO 関連文
書によって明らかにした。 
 
第 4 章 第 2 回国連貿易雇用準備会議（1947 年 4 月～10 月：ジュネーブ会議）における
関税同盟の規定の修正－「中間協定」の挿入と規定の削除－ 
 
この章は、1947 年 4 月から開催された第 2 回国連貿易雇用準備会議（ジュネーブ会
議）について論じている。ジュネーブ会議は、1947 年 8 月のポンドの交換性停止など、
アメリカを取り巻く世界環境が大きく変化する時期に行われた。MFN 原則の例外規定の一
つである「中間協定」の規定が導入されるのが、このジュネーブ会議である。 
アメリカを取り巻く世界環境の変化が、アメリカがめざす自由・無差別原則の実現に
どのような影響を与えたのか。「中間協定」の規定をアメリカは、どのように考えてい
たのか。これらのことをアメリカ国立公文書館（NARA）所収の史料などによって、明ら
かにした。 
この章ではロンドン会議において、関税同盟を規定した条項に導入された「新たな特
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恵取決」を認めるパラグラフの削除についても、GATT・ITO 関連文書によって明らかにし
ている。 
 
第 5 章 国連貿易雇用会議（1947 年 11 月～1948 年 3 月：ハバナ会議）における関税同
盟の規定の修正－自由貿易地域の規定の導入－ 
 
最後の第 5 章は、1947 年 11 月から開催された国連貿易雇用会議（ハバナ会議）につい
て論じている。ハバナ会議で、関税同盟を規定した ITO 憲章ジュネーブ草案第 42 条に、
自由貿易地域の規定が導入される。この自由貿易地域の規定の導入に影響を与えたの
が、ハバナ会議当時、秘密裏にアメリカとカナダの間で締結が模索されていた自由貿易
協定に関する交渉であった。 
アメリカに、貿易協定を提案したのはカナダである。この章は、カナダの提案の背景
には何があったのか。カナダの提案に対して、アメリカはどのような対応をとったのか
を明らかにした。 
アメリカは、カナダとの貿易協定の内容に合わせるため、ジュネーブ草案第 42 条のパ
ラグラフ 4 の修正をハバナ会議で試みる。さらに、この会議と並行して 1948 年 2 月から
始まった GATT 第 1 回締約国団会議において、アメリカ主導で、すでに出来上がり、「認
証」されていた GATT 第 24 条と、ハバナ会議で新たに作成された ITO 憲章の規定の入替
えを行うことになる。これが、現在の GATT 第 24 条の原型である。なぜ、アメリカは
GATT 第 24 条と、関係するハバナ憲章との規定の入替えを行う必要があったのか。第 5 章
は、これらのことも明らかにしている。 
 
本論文の結論 
 
それでは、MFN（一般的最恵国待遇）原則に対する例外規定の拡大の背景には、何があ
ったのか。筆者は、その回答をアメリカの西側諸国経済の復興という考えが、例外規定
の拡大に、大きな影響を与えたと考えている。 
アメリカにとって、激化する冷戦下、西側諸国のドル不足の解消は急務の課題であっ
た。その解決方法の一つが、ヨーロッパには関税同盟をカナダとは自由貿易協定の締結
を模索することであった。アメリカは、自由・無差別原則の貿易システムの構築をめざ
していた。しかし、ジュネーブ会議中、アメリカ国内で行われていた関税同盟に対する
研究では、関税同盟の形成は短期間では、難しいことが認識されていた。そのため関税
同盟の形成を現実のものとするため、この規定に柔軟性を持たせたのである。それが、
「中間協定」の規定であった。カナダとはカナダの関税自主権の問題などから、関税同
盟ではなく自由貿易協定の締結によって、カナダのドル不足を解決する方法が模索され
た。アメリカ国内で、ITO 憲章の批准が困難になりつつあることを考えれば、カナダとの
貿易協定を実現させるために、アメリカは GATT 第 24 条に、自由貿易地域に関する規定
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を盛り込み、自由貿易地域の誕生を可能にする必要があったのである。 
このように、アメリカの西側諸国経済の復興という考えが、MFN 原則の例外規定の拡大
に、大きな影響を与えたのである。 
 
 
審査の結果の要旨 
 
第 2 次大戦後の世界貿易システムが如何なるプロセスを経て構築されたのか。一般的には
自由・無差別原則に基づいた多国間主義に立つといわれる戦後貿易システムは、現在、世
界経済の構造変化の中で、自由・無差別原則が揺らぎ、多国間主義も機能不全に陥ってい
る。そして新たな貿易システム構築の必要性が叫ばれつつも、その実現性は全く不透明な
状態にある。 
柴田論文の問題意識は、こうした世界貿易の現状を鑑み、第 2 次大戦後の世界貿易シス
テムの本質を解明することにある。柴田氏の切り口は、上述した戦後世界貿易システムの
特徴の一つとされる無差別原則の内容を再検討することにある。氏は、その原則が打ち立
てられていくプロセスを、第 2 次大戦期、とりわけ 1943 年から、戦後過渡期の 1948 年ま
で、換言すれば、戦時米英貿易交渉から、ITO 憲章の調印と GATT の認証の時期までを取り
上げ、アメリカ国立公文書館（NARA）、イギリス公文書館（TNA）、WTO 所収の GATT 関連文
書に依拠しながら、明らかにしようとするものである。氏の論文の特長は、未公刊の第 1
次史料に基づいて、無差別原則が打ち出されてからその原則がルールとして成立するまで
を跡付けたことにある。こうした視角から戦後貿易システムの成立プロセスを照射するこ
とで、そのシステムの全体像を明確にしようとするものであり、歴史研究として、新たな
価値を GATT 研究に加えたものと評価できる。それでは具体的に氏の論文の内容について
検討することにしよう。 
 論文は 5 章構成であるが、簡単に各章の要旨とその意義について述べることにしたい。
第 1 章は、国内外の GATT 第 24 条（関税同盟および自由貿易地域などの地域貿易協定を認
めた条項）に関する先行研究、すなわち、無差別原則に関する例外規定が、なぜ、一般的
に自由・無差別な貿易を目的とする GATT の条文の中に挿入されたのかについて、いくつ
かの定説が紹介されている。氏は、それらの定説に通底している西ヨーロッパや途上国の
要求に対して、アメリカが譲歩した結果であるとの説に対して、疑問を投げかけている。
第 1 章では、先行研究の内容を説明する中で、どうしてアメリカが譲歩する必要性があっ
たのか？が必ずしも明確ではなく、GATT 第 24 条の成立根拠には従来の説とは異なった論
理展開が必要との認識が示されるのである。 
こうした問題設定を行い、第 2 章では、アメリカ国内で地域貿易協定に関する研究がど
のように開始されたのかについて検討されている。先行研究では等閑視されてきたが、す
でに 1943 年からアメリカでは関税同盟を中心とする地域貿易協定が、アメリカの利害に
叶うものかどうかに関する研究と議論が開始されていた事実について第 1 次資料を駆使
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し、述べられている。第 3 章と 4 章では、戦後過渡期に始まった多国間貿易交渉〔第 1 回
貿易雇用準備会議（ロンドン会議）、第 2 回貿易雇用準備会議（ジュネーブ会議）〕に焦点
があてられている。両会議において、アメリカが提出した関税同盟案に対して、各国がさ
まざまな修正動議を行い、アメリカはそれを取り入れる形で、関税同盟設立の基準や形成
の期間猶予（いわゆる中間協定に結実）を明確化していく過程が、同じく第 1 次史料に依
拠しながら論じられている。冷戦の開始が、マーシャル援助を生み出し、それとの関係で
西ヨーロッパにおける関税同盟の設立の必要性が高まった。それを可能にすべく、ITO 憲
章、GATT の地域貿易協定に関する規定が詳細なものに書き換えられていくプロセスが明
らかにされている。むろんアメリカは脇役に回ったわけではなく、それを主導する役を演
じた。ヨーロッパ統合の主体がヨーロッパあるいはアメリカのどちらにあったのかという
従来からの論争に一石を投じるものであると考える。 
圧巻は第 5 章である。従来、自由貿易協定についてはその考えがいつ生まれたのかはも
とより、GATT 第 24 条にどのように挿入されるようになったのかについて詳細な研究は我
が国にはほとんど存在せず、欧米においても直近に開始されたばかりである。自由貿易協
定の考えは、戦後過渡期に生まれたものであり、カナダの深刻なドル不足を解消するとい
う目的から米加貿易協定を模索する中で、アメリカが提案したものであること、そしてそ
れが、アメリカが主体となって ITO 憲章の完成案さらには 1948 年の第 1 回 GATT 締約国団
会議においてすでにジュネーブ会議で認証されていた GATT第 24条に新たに挿入されたも
のであることが明らかにされている。 
氏の研究は、これまでの定説に対して、無差別原則に対する例外規定を作り出すべく主
体性を発揮したのが他ならぬアメリカであったことを多くの第 1 次史料を駆使して、実証
したのである。 
現在、現代世界を独創的な視角から分析し、注目を集めているエマニエル・トッド氏
は、「歴史家にとって何よりも大事なのは、まず多くのデータを集めることで、天才的な 
着想を得ることではない」と述べている（『問題は英国にあるのではない、EU なのだ――
21 世紀の新国家論』（堀茂樹〔訳〕、文春新書、2016 年、90 頁）。トッド氏の姿勢が示すよ
うに、柴田氏の本研究が多くの未公刊の 1 次史料に基づいて行われたものであることは評
価すべきである。しかし、氏の研究は、始まったばかりであり、さらに多くの史料を蒐集
し、それを分析することで、現代の世界貿易に対する独自の視角を打ち立てられることを
期待する次第である。 
 
 
 
 
